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戦後の沖縄における農業立法の変遷と特質(Ⅱ）

高良亀友

（琉球政府復帰対策室）

KametomoTakara：Studiesonthechangesandthespecificfeaturesof

agriculturallawsandrcgulationinOkinawaaftertheWorldWarＩ．

琉球の統治方式が明瞭にされ，米国民政府の管轄

下に行政，立法および司法の三権が沖縄側の手に

よって行使されることが次第に明確にされるよう

になった．しかしながら同命令の下においても依

然として三権とも米国大統領，高等弁務官の制約

から完全に開放されるものではなかった．

その後，沖縄における本士復帰運動が全県民的

なものとなり，一層激化の一途を辿るなかで，本

土の革新民主団体もこれに呼応して沖縄返還闘争

を盛り上げた．このことが国内国際政治への反映

となり，これまで米国の沖縄基地永久確保政策を

支持し，沖縄返還に冷淡であった本士政府を動か

し，日米双方の間で「沖縄返還」問題を真剣に話

し合う気運を作るとともに佐藤首相をして「沖縄

返還」に政治生命をかける態度に出させしめ，遂

に1965年８月には佐藤総理大臣の沖縄訪問を実現

せしめた．

これを契機に日，米両国首脳の間に沖縄の本土

復帰の具体的な話合が急速になされ，1967年11月

ジョンソン米国大統領と日本の佐藤首相との会談

の結果，高等弁務官の諮問機関として，日米琉諮

問委員会が設置された．

諮問委員会は，米国合衆国，日本，琉球の三の

政府代表によって構成され，琉球と日本とをさら

に一体化し，琉球住民の経済的社会的福祉を増進

し，琉球に日本との間に残存する障壁を排除する

よう援助する手段，方法を勧告することを任務と

した．

また，1969年11月の第２回目の佐藤訪米によっ

て，沖縄の本土復帰が1972年の早い時期に返還さ

れることが日米共当声明によって明らかにされ，

「日米琉諮問委員会」が「沖縄復帰準備委員会｣へ

５第三期（1958年～1969年）

（１）統治機構の概要

イ米国軍政府機構

1951年初め頃からはじまった革新団体（「日本

復帰促進青年同志会」「日本復帰促進期成会」）

や革新政党（社会大衆党，人民党）の日本復帰運

動は，終戦以来の米国の種々なろ弾圧，アメリカ

資本（琉球銀行，琉球電力公社，琉球開発金融公

社，琉球水道公社等）の進出に伴う経済支配に対

する反米感情と住民の素朴な祖国復帰の願望とが

入混ざり，1950年代後半からは質量，ともに一段

と高まりつつあった．このような沖縄住民の反米

感情をいくらでも緩和しようと，アイゼンハワー

米国大統領は，1957年６月５日，沖縄統治に関す

る新しい基本法として，従来のスキャップ指令を

廃止し，新たに「琉球列島の管理に関する大統領

行政命令第10713号」（EXECUTIVEORDER

10713Providingforadministationofthe

Ryukyulslands）を公布，施行した．

同命令は米合衆国政府（国防長官）の「琉球諸

島住民の福祉と安寧を政善し，琉球住民の経済的

文化的進歩を促進する」という沖縄の施政権者と

しての最高責任を従来の「民政副長官」から高等

弁務官に変え，琉球列島米国民政府の長を高等弁

務官と呼称するとともに沖縄駐屯の米国軍司令官

を兼ねることを規定している．

しかし，「民政副官」のもとにあって直接民政

を掌握していた「民政官」は従来とかわりなく高

等弁務官のもとに引き続き存置された．

同命令によって，これまではっきりしなかった
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府の行政機構は，1953年４月１日民立法による「行

政事務部局法」（1953年４月１日立法第12号）が

施行されて以来，1961年までの間３回に亘る改

正が行なわれた．しかしながら，３回に亘る改正

においては農林関係機構の改革はなく，1961年４

月１日の第４次改正において，厚生局から移住事

業関係の業務が経済局に移管され，移住課が設置

された．また，農務課から農業改良課を分離独立

せしめ普及事業の体制を強化した．

さらに1965年８月１日の第５次改正においては

これまで農林水産業関係や商工業関係など同一局

長のもとで処理していた行政事務を，両者は専門

分野としての行政事務にかなり異質なものを含ん

でおり，しかも利害が相反する面を持っているの

で同一局長の指揮監督のもとに置くことは不合理

であるとして，農林水産関係と商工業関係を分離

独立せしめ，それぞれ農林局，通産局とした．

なお，この改革においては部制をとり，農林局

に農政部，農林部，水産部，を置くとともに局長

の直属機関として農業試験場，林業試験場，家畜

衛生試験場を附属せしめた．そのほか農務課を改

組し，農務課の農政係と特産課の企画係，工場関

係，パイン係とを合併して農政課とし，農務課の

農政係を除く，ほかの部門と特産課のさとうき

び，パインの生産部門を合併して農産課とした．

このことは従来の縦割行政の弊害を反省し，横割

行政による農業施策の総合性を確保しようと企図

したものであった．

と改組された．

これによって沖縄の本士復帰のための諸準備が

早急に進められることとなった．

ロ民政機構

1957年６月５日の大統領行政命令は米国民政府

の機構に関する規定のほか琉球政府の行政主席の

選任方法についても規定した．

すなわち，同命令第８節によって従来の民政副

長官の裁量による任命方式から「立法院の代表者

に諮って任命する」方式に変った．

その後，1962年３月19日には大統領行政命令

（第11010号）の第１次改正が行なわれ「行政主

席は命令で定める立法院が行ない，且つ高等弁務

官が受諾し得る指名に基づいて高等弁務官が任命

する」と規定され，また，1965年12月20日の第２

次改正（命令第11263号）では「行政主席は立法

院の全議員の過半数によって選挙される」と改正

された．

さらに1968年１月31日には同命令（第11395号）

の第３次改正によって「行政主席は琉球住民がこ

れを選挙し，投票数の最多数を得た者をもって行

政主席とする」とされた．

このような一連の改正は，琉球政府の創立以来

琉球住民が主張してきた行政主席の直接選挙を米

軍が拒否し続けるなかで，アメリカの権力に迎合

してきた沖縄の支配層（保守党）がようやく安定

してきたというアメリカ側の判断に基づいくもの

であったといえよう．

同規定に基づき初の行政主席の公選が1968年１１

月行なわれた．

選挙の結果はこれまで沖縄の政治を支配してき

た沖縄自民党を除く，沖縄の全政党連合によって

支持された沖縄教職員会会長屋良朝苗氏が圧勝し

た．このことは保守党（自民党）の圧勝を確信し

て直接選挙に持って行ったアメリカの期待を完全

に裏切る結果となった．

しかしながら，立法院議員の選挙の結果は，１９

５２年３月の立法院議員の直接選挙以来，任命主席

のもとで政権の座にあった保守党（自民党）が依

然，多数を占めた．

一方，このような制度変遷の下における琉球政

(2)経済動向

1955年以降の沖縄経済は1950年代前半同様（基地

建設ブームを中心とした基地関係収入）米軍関係受

取りを基軸に各種の経済成長を促進する要因が加わ

り一段とその水準を高めた．

すなわち，1956年～1957年には本土における神武

景気が好材料となって対本士輸出が大幅に伸び特に

非鉄金属のスクラップ輸出が続き，1959年９月30日

には高等弁務官布令第25号により「琉球開発金融公

社」が設立ざれ硬直化傾向にあった金融が緩和ざれ

重要産業への長期融資が行なわれるとともに高等弁

務官布令第11号「琉球列島における外国人の投資」

1958年９月12日による糖業，パインアップル産業等

重要産業へ本土資本が導入された．また1960～1963
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年には軍用地料の10年前払い一括受取り，砂糖，パ

インアップル缶詰の輸出増大などによって経済は大

きく成長し，さらに1965年～1969年には日米両政府

による財政援助の積極的拡大，ベトナム特需等が加

わって極めて高い成長を示しながら発展してきた．

これに伴い住民の所得および消費水準もかなり高

まり，生活様式も大きく変って内容が都市化しつつ

一段と向上した．

このような経済の発展過程における産業構造の態

様は,｢重要産業育成法」（1959年立法第176号),｢糖

業振興法」（1959年立法第184号)，「総合開発法」

(1959年立法第180号)，「産業開発資金融通法」（19

58年立法第176号)，「パインアップル産業振興法」

（1958年立法第185号）等重要産業の振興に関する

各種の法令が整備されたことと相俊って，第１次産

業面では1960年代前半まで甘薦の単一経営構造であ

ったものが後半になって大巾な畜産業の伸びが加わ

って経営構造がやや改善された．

また，水産業では大型漁船による遠洋マグロ漁業

が進展するとともに近海さばね釣漁業が開拓され，

さらに沿岸捕鯨業も開始された．

第２次産業においては，大型分蜜糖工場，食料品

加工業，パインアップル工場等が外資の導入によっ

て大巾な施設改善がなされた．特にパインアップル

缶詰企業の進展は注目に価するものがあった．

そのほか，1960年以降には縫製加工，セメント，

農薬製造，合板等の新規産業の出現と建設部門の既

存民間企業の設備拡張，個人住宅建設，公共投資な

ど工事量の一貫した増大があった．

第３次産業においては消費及び投資需要に支えら

れて輸入が増大し，那覇，コザを中心に卸小売業，

サービス業が急速に発展し，運輸，通信業務等が著

しく伸長した．このような産業経済の発展要因は前

述のような日本政府の財政援助の拡大，外資の導

入，ベトナム特需等であった．

また，このような経済構造の中における農業生産

構造についてみろと農作物については甘薦が1957年

以降新品種Ｎ:ＣＯ､310の普及拡大，本土政府の砂糖

に対する特恵措置,製糖工場の大型化,有利な収益性

等の諸要因によって1962年には戦前同様輸出産業の

大宗としての地位まで発展した．

しかし反面，食料事情の緩和により水稲，甘藷，

大豆，麦類等の食料作物が激減し経営構造は甘薦作

単一化の方向を辿った．ところが相継ぐ台風，未曾

有の大旱魅（1963年)，砂糖の自由化(1965年）によ

る糖価の低落等の要素によってこれまでの甘熊単一

経営の改善が真剣に討議されるようになった．

他方，畜産では1957年に戦前水準（昭和11年）に

達した豚が1959年には価格が暴落した．その反動で

その後は甘藷作の減産とともに飼養戸数，および頭

数ともに漸減した．

ところが1964年以降，再び安定的な購入飼料の供

給と順調な需要の増加に支えられて飼養戸数の漸

減，飼養頭数の漸増という構造的変化を伴いつつ生

産は増大した．養鶏は島内需要に誘発されて1960年

を境に急激な伸長を見せ，経営型態もこれまでの農

家の副業的型態から多数羽飼養による専業的養鶏や

企業的経営が発展した．

また，肉用牛は本土における牛肉の需要に対応せ

しめるための施策とこれまでの甘薦一辺倒経営の転

換を図ろための施策の強化により，企業経営や農家

の多頭飼養が一段と進展した．

(8)農業立法の背景とその変遷

イ農業生産に関する法令

（ｲ）植物防疫法

1952年２月１日に施行された「琉球植物防疫

法」（布令第62号）は法律事項や規則事項が同

一法に規定され，法文解釈も著しく難解であっ

た．また，琉球植物防疫所が同法に基づいて設

置されていたため，琉球政府の「行政事務部局

設置法」（1953年４月１日）と低触する点があ

るなど，問題点が多く，運用上種々の支障をき

たしていた．そのため，1958年10月民立法によ

る「植物防疫法」（1958年10月立法第89号）を

公布，施行するとともに，1959年３月９日には

高等弁務官布令第21号により｢琉球植物防疫法」

を廃止した．

なお，新法の施行に伴い1959年には「植物検

疫規程」「本土向輸出トマト検疫規程」「有害動

植物緊急防除に関する規則｣，1964年には「輸

入材木検疫要綱」など一連の植物防疫関係法令

を整備し，輸出入植物の防疫体制を強化した．

そのほか，島内の病害虫を防除するため「蟆

虫買上補助金交付要綱」（1954年告示３号）を

施行するとともに甘藷天狗巣病防除対策として
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甘藷健苗ほ設置に要する補助金を交付するため

「甘藷優猫ほ設置補助金交付規程」（1952年）

を施行した．

さらに1954年には猪，およびカラス駆除等を

奨励するため「野生鳥獣対策事業補助金交付規

程」（告示第341号）を公布施行し病害虫の防

除に努めていた．

が増加したため新たに農薬取締の対象とした．

また，従来まで本法の「病害虫」の範囑に含

まれていなかった「ウイルス」についてもウイ

ルスに対し効果のある農薬（クロールチクリン

臭化メチール等)の開発によってウイルスを｢病

害虫」の概念に含めるようになった．

ｎ肥料需給安定法

1951年１月13日の米国民政府指令第12号「独

占権の廃止」によってこれまで農業協同組合の

肥料を含む農林水産用品及器具の独占配給の特

権が廃止され，肥料商が復活するようになっ

た．そのため1952年８月１日民政府書簡による

「合同肥料委員会運営要綱」に基づいて合同肥

料委員会を設置し，肥料の需給及び価格の設定

等の問題を審議，検討，決定する制度をとっ

た．

しかし，この制度は戦後のガリオァ資金によ

って取り扱われた肥料の配給制度の時代のもの

であり，１９５６．７年頃の肥料事情にはマッチし

なくなっていた．

一方，肥料の輸入はほとんど本土から輸入し

ており，琉球政府が肥料の需給計画を作成して

農林省に提出し，本土の国内需要のワク内から

割当されていた．ところが，肥料の供給とはい

えず国際情勢の変化に大きく左右される状態に

あった．そのため，1958年肥料審議会の設置，

需給計画の策定，価格の設定などを規定した

「肥料需給安定法」（1958年立法90号）を制定し

た．さらに本法施行に伴い実質的に需給の調整

業務ができるよう「琉球列島における外国貿

易」（1958年高等弁務官布令第12号第３項）の

規定に基づく「貿易公表」（告示第185号）の指

定品目とした．本法制定の趣旨は肥料の需要量

の確保にその重点を置いていたが島内企業の勃

興により1960年頃から肥料の需給量の確保とい

うよりはむしろ輸入量を調整し島内肥料生産業

者の保護育成というところに政策の重点が移行

していった．

しかしながら本制度は肥料の供給が順調に行

なわれるようになった1964.5年頃からは実体

法としての効力を矢なっていろ．

また，1954年には宮古，八重山，久米島，伊

回農薬取締法

1956年「病害虫防除資材購入補助金交付要

綱」の施行によって本格化した農業の奨励事業

は1958年｢植物防疫法｣の規定に基づく，備蓄農

薬が予算化されることによって一段と農薬需要

を増加せしめ，年々殺虫剤，殺菌剤，展着剤な

ど115種類にのぼる農薬の輸入増をもたらした．

ところで，沖縄に輸入されている農薬は全部農

林大臣の登録を受けたものとされていたが，な

かには，本土法第16条の２「農薬を輸出するた

め製造し，加工し，又は販売する場合は，この

法律は適用しない」という規定により未登録の

不《良農薬が輸入され，市販されることが懸念さ

れた．

一方島内においては本土から農薬原体を輸入

し島内で生産されるキャリャー（増量剤）を加

えて農薬を製造する計画が（第１農薬株式会

社，琉球産経株式会社）進められ，農薬の需給

関係は一層激化する傾向にあった．

このような情勢を背景に琉球政政は1961年８

月18日，農薬の品質を保全しその公正な取引を

確保するため農薬の規格の公定，登録，検査を

行ない，もって農業生産力の維持増進に寄与す

ることを目的とする「農薬取締法」（立法第1１

１号）を公布した．

同法は製造業者及び輸入業者の農薬登録，登

録農薬に関する取締等のほか島内生産業者が将

来東南アジア地域へ農薬を輸出する計画を持っ

ていたことから第22条で「本法の適用除外を規

定する」などほとんど本土法と同様な内容を規

定している．同法は制定後２回に亘る改正がな

されたが，1968年２月に行なわれた改正におい

ては農薬の開発分野の拡大によって農作物の生

理機能の増進抑制に用いられろ「植物生長調整

剤」（植物ホルモン剤)が急速に導入され，需要
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平屋等各離島に対し，沖縄本島との価格差を是

正し，離島農業の生産振興を図ろ目的で肥料の

輸送費に対し補助金を交付するため「購入肥料

補助金交付要綱」を施行していろ．

そのほか「自給肥料増産奨励補助金交付要

綱」（1953年告示15号)，「推肥舎設置補助金交

付要綱」（1955年告示第16号)，「低位生産地対

策補助金交付規程」（1958年告示88号）等土地

生産力対策に関する一連の助成制度を整備強化

した．

していろ．

また，乱立した小型製糖工場の整理統合に対

し，助成を行うため「製糖工場整理補助金交付

要綱」（1960年１月告示第１号）を施行した．

これにより，1960年度から小型工場の整理統

合と大型分蜜糖工場の設立を積極的に推進し

た．このような施策の推進と相俟って国際的に

砂糖の価格が高騰を続けたため農家の生産意欲

は高まり，さとうきびの生産は拡大され，中型

ないし大型の分蜜糖工場が設立された．

含蜜糖対策については1967年９月に分蜜糖工

場の所在しない離島地域における含蜜糖の長期

需要見通しに即した生産目標を設定し，含蜜製

糖業者に対する製糖施設の取得造成又は改良に

要する資金を融資し，経営の合理化を促進する

ことによって含蜜糖製糖業の健全な発展を図ろ

ため「含蜜糖合理化促進特別措置法」（1967年

９月16日立法117号）及び同施行規則を制定し

て，含蜜糖の保護育成を図っだ．

また，本法施行に伴い含蜜糖製造業者に対す

る資金の貸付に関する政府の経理は「糖業資金

融通特別会計法」（1959年９月立法第184号）

で取り扱うことにしている．

糖業振興法は，さとうきびの生産振興に関す

る規定や価格対策に関する規定を包含している

ほか，企業の許認可，統合整理，融資の規定を

持った立法で本土の｢甘味資源特別措置法」（昭

和39年３月法律41号）及び「砂糖の価格安定等

に関する法律」（昭40年６月２日法律第109号）

等のほか資金融通に関する規定を包んだ総合立

法的な体系,性格の立法で特色ある立法である．

目糖業振興法

1952年本土政府が沖縄の含蜜糖を南西諸島物

資として指定したのに続いて1954年には分蜜糖

が指定されたため沖縄産糖は本土市場で一層有

利に販売されるようになった．

一方，「琉球列島における外国人の投資」

（1958年９月12日弁務官布令第11号）の施行に

伴い本土からの資本導入によって製糖工場の設

備が拡大されるとともに琉球政府の助成策が相

俟ったため糖業は急速な発展をとげた．

しかしながら唯一の市場である本土市場にお

いて1950年代後半から，砂糖の消費構造が変化

し，黒糖の需要が停滞し，伸び悩みの状態にあ

った．このような消費市場に対応せしめ，国際

市場および消費者の需要にマッチした商品を製

造するとともにコストを低減し，品質の向上を

図ろためには必然的にこれまで黒糖重点政策か

ら分蜜糖重点政策へと政策の転換を図らなけれ

ばならなかった．そして，かような政策の転換

に伴い，乱立状態にある小型黒糖工場を整理統

合して，中型ないしは大型の分蜜糖工場による

合理化を図ろことを余儀なくされていた．

そのため1959年９月，糖業審議会の設置（第

３～７条)，生産計画(第８条～第11条)，企業の

許可及び報告(第12条～16条)，原料糖売買価格

の基準の設定(第17条～20条)，融資（第21条～

２６条)，統合整理の助成，命令（第27条～29条）

等を包含した「糖業振興法」（1959年９月立法

第183号）を公布施行するとともに生産者及び

製糖施設の取得，造成又は改良する者に対し融

資を行うための「糖業資金融通特別会計法」

（1959年９月立法第184号）を同時に公布施行

㈱パインアップル産業振興法

1954年以降の本土政府の一連の保護措置によ

って沖縄産パインアップル缶詰は一層有利に販

売されるようになった．そのため，栽培農家の

生産意欲は旺盛となり，生産量も年々増加の一

途を辿り，農家経済および沖縄経済の観点から

極めて重要な意義を持つようになった．

このような好条件が各地にパインエ場を乱立

せしめ，保有原料に対する加工施設の過剰（1９

５８年には加工工場が12工場で，その１日当り生

産能力は3,500ケースで，安全稼動をした場合
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ついては後で詳細に述べることにするが同法の

目的は島産米殻の流通の合理化および価格の安

定を図ろことによって生産の振興を図ろことで

あった．しかしながら世界的な食糧事情の緩和

により廉価で，より良質の外国産米殼が輸入さ

れると同時に糖業ブームによって良質の水田が

畑作に転換されたため稲作の作付面積は激減

し，その自給率は10％（1965年）程度に低下し

た．

一方，「米殻需給調整臨時措置法」が1965年

度末までの時限立法であり，これに代るべき立

法が必要であった．そのため，稲作の適地にお

ける米殼の生産振興及び流通の合理化を図るこ

とにより農家所得の安定に資することを目的と

した「稲作振興法」（1965年立法第58号）を制

定した．

同法の主要な規定は生産計画の策定（同法第

２条)，生産振興地域の指定（第３条)，水田の

改良（第９条)，作付体系及び耕作技術の改善

（第10条)，政府の助成（第11条)，稲作振興審

議会（第12条)，農協に対する買入の勧告１４

条)，買入数量及び買入，売渡価格（第15条)，

資金のあっせん（第17条)，災害時の損失補償

（第18条）等で，生産を振興するための水田の

改良，耕種技術の改善に関する規定のほか流

通合理化および価格安定に関する規定をもった

法体系である．同法は施行後その実効性を確保

するための手段として「水稲耕種改善事業補助

金交付要綱」（1966年告示349号）を公布施行

し，稲作生産振興地域における水田改良，育苗

施設，乾燥施設等を改善して稲作の振興に努め

ていろ．

(Ｈその他作物の生産振興対策

さとうきび，パインアップル，水稲など基幹

作物のほか，野菜，果樹の生産振興を図ろため

1953年「園芸作物奨励補助金交付規程」（1953

年告示158号）及び茶の生産振興のための｢特用

作物奨励補助金交付規程」（1958年告示31号）

を施行している．

また，畜産の生産奨励のため「畜産施設補助

金交付規程」（1953年告示71号）及び「種畜購

入補助金交付規程」（1952年告示70号）を施行

していろ．しかしながらこれらの補助事業は

}よ20日間で処理可能な状態であった）となり，

無益の競争による原料価格の吊上げ，原料の無

選別等となって，品質の向上とコストの低減と

は，およそ縁のない逆の方向を歩み，国際商品

として市場で競争に打ち勝つことの出来ないよ

うな憂慮される事態になった．

一方，唯一の市場である本土では台湾，およ

びハワイからパインアップル缶詰が輸入され，

販売競争が激化しつつあった．このような諸情

勢を背景に琉球政府は乱立状態にある加工工場

のあり方を是正し，基幹産業として適正な生産

計画による工場の合理化と健全化により，品質

の向上と，コストの低減を図って，貿易自由化

に対処するため１９５８年３月，パインアップル

審議会の設置，生産の計画的調整，原料取引の

公正，製造工場の許認可，融資等を内容とした

「パインアップル産業振興法」を立法勧告し

た．しかし審議未了により継続審議となり，翌

年1959年９月８日立法第185号としで公布施行

すると同時に「パインアップル産業振興特別会

計法」（1959年立法186号）を制定した．また，

このような立法の実体的効果を実現するため，

1961年度～1964年においで「パインアップル産

業振興法」に基づき新開墾に対し，制度資金に

よる融資を行ない栽培面積の拡張を図っだ．

さらに，1963年度には山地における管理及び

収穫経費の低減を図ろ目的で段畑及び簡易ケー

ブル設置に対し補助金を交付するため「パイン

アップル模範段畑設置補助金交付要綱」（1963

年度）及び「パインアップル模範簡易索道設置

補助金交付要綱」（1963年度）を公布施行し生

産の合理化を推進した．パインアップル産業振

興法は糖業振興法と同様な法体系を持ってお

り，本土の「果樹農業振興特別措置法」（昭３６

年法律15号）や「中小企業の組織化に関する法

律」（昭32年法律185号）に相当する規定を包

含しているが製造工場の許認可等よりパインア

ップル産業振興法が強力で強制的性格を持って

いる．

㈹稲作振興法

1959年９月施行された「米殻需給調整臨時措

置法」（1959年９月立法第195)の制定の背景に
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1959年の「農漁業資金融通法」の施行に伴って

一時融資制度に切り替えられたが，その後1960

年代後半からまた補助事業が復活するようにな

った．

進法」（1965年８月25日立法第104号）は農業

に関する政府及び民間試験研究機関の相互協力

並びに政府，市町村，農協等の行なう農業生産

及び農民生活に関する普及事業につき重復を避

け普及事業を効率的に運用するために制定され

た．

同法は本土の「農業改良助長法」（昭和23年

７月15日法律第165号）を焼き直した立法で本

土法が国と都道府県との試験研究や協同普及事

業との関係について規定しているのに対し，農

業改良促進法は琉球政府と市町村，その他民間

団体との関連を規定しているとともにその制度

の趣旨も本土法と同一である，しかしながら本

法は公布施行以来1969年までほとんど活用され

ず死文化状態にある．

閉農産物加工施設

1950年代前半から勃興したパインアップル缶

詰工場，たばこ工場，製茶工場などの建設に伴

ない農業第１次的生産物を加工する事業（①農

産物加工場設置及び施設の改善，②共同集荷作

業場設置③煙草乾燥室設置）を行なう組合又は

団体に対して補助金を交付するため「農産加工

業奨励補助金交付要綱」（1954年）を施行して

農産加工業の振興を促した．

同補助事業は1969年度まで継続されたが「農

漁業資金融通法」（1959年立法一号）の施行に

伴ってたばこ乾燥施設が1960年度から，製茶工

場が1961年度から融資制度に切り替えられた．
ロ畜産の生産に関する法令

(ｲ）肉用牛振興特別措置法

本土では1961年農業基本法が制定されたが同

法に基づく農業生産の方向は選択的拡大であ

り，果実及び牛肉等が今後需要の増大する作目

とされた．これまで沖縄では島内で消費する牛

肉は外国から輸入し，島内で生産される牛肉

（生牛も含む）はほとんど本土に輸出する施策

の方向をとってきた．そのため本土での需要の

増大は沖縄の肉用牛振興の改策的背景となっ

た．

一方，沖縄の経営構造は甘薦のモノカルチャ

ー化の方向を辿り，その改善が強く要請されて

いた．そのため，需要に対応して肉用牛の生産

の振興を図り，畜産の発展と農業経営の改善に

資する目的で1968年「肉用牛振興特別措置法」

（1968年立法第133号）を制定施行し，翌年1969

年には「肉用牛振興特別会計法」（1969年９月

立法152号）及び「優良仔牛生産育成奨励補助

金交付規程」（1970年10月６日告示第365号）

を施行して1955年以降「役肉用牛生産奨励補助

金交付要綱」によって実施してきた肉用牛の生

産奨励事業を一層強化した．

肉用牛振興特別措置法の内容は，肉用牛振興

審議会の設置（第２～４条)，肉用牛振興計画

の策定（第５条)，振興地域の指定（第６条)，

(ﾘ）農業機械等

農家の労働力の軽減と深耕を図ろ目的で1956

年に「優良農機具購入補助金交付要綱」を制定

し大型トラックター(耕転開墾用機具)，収穫調

整用機具等の購入に対して補助金を交付し農機

具の導入を促進した．この助成措置は２～３年

で中断し，一時とん座したが，1961年度からは

労働力の減少に伴う農業の近代化を促進して，

その生産性の向上を図ろ観点から「農漁業資金

融通法」（1959年立法151号）による長期低利

の融資制度となった．

さらに1967年度からは政府財政の逼迫により

政策資金制度からの融資に代わって農林漁業中

央金庫資金による利子補給金制度（「農機具購

入資金融資利子補給金交付規程」（1967年告示

467号）となった．

このように琉球政府の農業機械，機具に対す

る政策は農業近代化の必要性とは逆に次第に後

退した．

しかし1969年度からは糖業合理化の必要性に

かんがみ，本土政府による大型トラックターの

補助措置が講ぜられだ．

㈲農業改良促進法

1965年８月25日公布施行された「農業改良促
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課徴金の徴収（第12条)，政府の補助及び補助

金を受けた繁殖牛の販売又はと殺の制限（第１６

条）等の規定を包含していろ．同法は戦後，沖

縄における農業立法中最も特質のある立法であ

る．

当初，行政府は「農業の曲り角」ということに

ついてはっきりした意識があったわけではなく，

ただ漫然と本士の例に倣っただけであった．

そのため，審議会は長期に亘って紛糾したが，

二度に亘る農林省の招へい講師の指導と委員の精

力的な審議の結果，1967年６月に行政主席に答申

した．答申を受けた行政府は農林局内に「農業基

本問題起草委員会」を設置し，「農業基本法案」

を起草して，1968年２月１日第36回立法院定例議

会に立法勧告した．

法案の立法勧告理由は「沖縄農業は戦後幾多の

試練を受けながら沖縄経済発展の基礎を築きあげ

た．しかしながら，最近の経済の著しい発展に伴

い農業と他産業との間において，生産性及び従事

者の生活水準の格差が拡大しつつある．このよう

な事態に対処して，農業の発展と農業従事者の地

位の向上を図ろため，農業の向うべき新たなみち

を明らかにし農業に関する政策の目標を示す必要

がある」ということで，立法勧告の理由はほとん

ど本土と同一の政策課題であり，政策目標をかか

げたものであった．

沖縄の農業基本法は本土の農業基本法の第２章

（農業生産）及び第３章（農産物等の価格及び流

通)，第４章（農業構造改善）等施策の内容及び

その講じ方等の各章を削除したもので，その内容

は，前文で「日本農業の一環として沖縄農業」を

うたい，第１条で「他産業との格差の是正｣，「生

産性の向上」を政府の農業に関する政策目標とし

てかかげ，第２条でこれをうけて①農業生産の選

択的拡大，②農業生産の向上および農業総生産の

増大，③農業構造改善，④農産物流通の合理化

等を「政府の施策」として，第３条として施策の

方向に沿って第１条の目的を実現するための「農

業基本計画の作成」を行政主席に義務づけ，また

立法院に対する「農業の動向に関する年次報告」

（第７条）及び｢施策を明らかにした文書の提出」

（第８条）を義務づけるとともに「農政審議会の

設置」（第９条)，及び「委任規定」（第10条）等

を規定した10条から成る法案であった．

本法は，「曲り角」に来た農業のテコ入れとし

て，農民や農業関係者から大きく期待されてい

た．しかしながら本法は与野党の基本政策に触れ

る点が多く，政治的に対決しなければならない童

回飼料の品質改善に関する立法

1958年における飼料の種類および輸入数量は

１０種類40万袋で，輸入取扱商社は９社であっ

た．一方島内で生産される飼料の種類および数

量は５種類９万袋で，飼料製造会社は１社であ

った．

これらの飼料は近代的な栄養学的見地から配

合製造されていたが一部には粗悪品が市販され

るおそれなしとしない状態にあった．

そこで，これらを未然に防ぎ畜産経営の安定

と合理化に資するため，その取締を行うことが

必要であった．

そのため飼料の登録，検査等を行うことによ

って，その品質を保全し，もって飼料の公正な

取引を確保すると共に家畜，家禽の飼料管理の

合理化に資することを目的とした「飼料の品質

改善に関する立法」（1960年立法第91号）を公

布施行した．

ﾉ、農業基本法の立法勧告と署名拒否

1961年６月頃から本土の農業基本法成立の動き

に注目していた琉球農林協会では農業の憲法とも

いわれる農業基本法を制定せしめようと準備を進

めていたが1961年７月26日，行政府経済局，立法

院経工委員会，琉大農学部，農連などの農業関係

者を集め，協議した．その結果，1962年２月の立

法院定例議会に農業基本問題調査会設置法を立法

化させ風調査会を設置せしめ農業に関する基本問

題を早急に調査研究して，農業基本法を制定させ

ることに意見の一致をみた．

このことが立法院議会において，再三に亘って

取上げられた．

そのため，行政府は，1963年10月行政主席の諮

問機関として，「行政組織法」（立法105号）第

９条に基づき農業基本問題調査会を設置し，１９６４

年２月１日｢農業の基本問題と基本対策について」

諮問した．
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要な要素が多分に含まれていた．

そのため，与党の自民党は，野党からの抵抗を

恐れ，無用な紛糾で他の法案の審議を遅延させ，

不成立に終らせることを心配して農基法の成立に

意欲的でなかった．

一方，野党は立法勧告の説明を受けただけでつ

つ込んだ審議をしようとせず，無所属（久高氏）

が「小農切り捨ての構造改善」として反対し，社

大党が「抽象的な農基法より，むしろ農業災害補

償法」HPと主張して，その審議の取り扱いを遅延

させるような態度にでたため，農基法は２月１日

に立法勧告されながら審議順序が遅れ，190日の

会期の間に三度の審議のみで，審議未了となり，

開散議会とともに廃案となった．そのため11月の

主席および立法院議員選挙ではこれが保守の革新

攻撃の材料となり，ひとつの争点にまで発展し

た．

その結果，多数野党になった自民党の桑江朝幸

議員は，「屋良政権には農業基本法の立法勧告の

意志のないことがさきの補正f予算審議で明らかに

なったので………」と述べ「委員構成もわが党は

多数であり，ぜひ立法化したい」と発議の意志を

明らかにした．与野党はこのような過去のいきさ

つから選挙の延長線上でこれをとらえ，保守勢力

による革新屋良政権への攻勢と受けとめ，1969年

６月24日自民党議員による発議となった．発議さ

れた農基法は1968年２月自民党政府が立法勧告し

た法案に「農業災害による損失の補償措置」及び

「農業団体の整備強化」等を追加，別条項とした

13条からなる法案であった．

法案は５回に亘b審議されたが，与党の人民

党，社会党は「小農対策のない構造改善である」

として反対し，又社大党及び無所属は，「その効

果」を疑問視し，「抽象的な宣言立法より本土法

とのパイプをつなぐことが先決であり，本土の農

基法が各県で，どういかされているか，各地域と

の関係，実情を調べた上に処理すべきである」と

して反対した．

しかし，野党の自民党は「同法案は宣言立法で

あって，内容が抽象的になることは当然のことで

ある．具体的施策はこれに基づいて行政府が実施

していくものである」として，具体的措置はすべ

て行政府に下駄をあづけ，自民党多数で８月15日

の本会議に上程可決した．８月18日には行政府に

送付されたが，行政府も与党同様「農基法は抽象

的で実体的効果がない．また復帰を２～３年後に

控えているので実体的な効果ある実体法を優先的

に施行する．なお，行政措置で農基法は代るべき

農業大綱を制定する.」などの理由で琉球政府発

足以来，行政主席による２度目の「米国大統領行

政命令」（1957年６月５日命令第10713号）第９節

（a）（注４）に基づく署名拒否となった．

このように農業基本法制定をめぐる自民党の動

きは「曲り角」に来た農政を根本的に立ち直そう

と真剣に意図したものであったのか，又単なる政

治的ゼスチャーであったのか疑わしいものがあっ

た．

一方，１９６４．５年頃から沖縄の政治，行政が本

土の政治，行政の動向に注目しつ＞，これを志向

していたことを考えた場合，はたしてこのような

抽象的な理念法を制定する意義，効果があったで

あろうか，疑問である．

(注４）「米国大統領行政命令」（1957年６月５日命令

第10713号）第９節（a）立法府によって可決され

たすべての立法案は立法となる前に，行政主席に

送付されなければならない．行政主席が立法案を

承認するときはこれに置名し，承認しないときは

送付を受けた後15日以内に異議を添えて立法府に

返送しなければならない．立法案が所定の15日以

内に返送されないときは行政主席がこれを承認し

た場合と同様に立法となる．ただし立法府閉会に

より，その返送が妨だけられたときは，この限り

でない．

この場合には，行政主席が立法案の送付を受け

た後，４５日以内に承認するときは立法となり，承

認しないときは立法とならない．行政主席が異議

を添えて立法案を立法府に返送したときは，立法

院はこれを再議することができる．再議の結果，

立法府の三分のこの多数をもって原案を可決した

ときは，行政主席がこれを承認した場合と同様に

立法となる．

林業に関する法令

(イ）森林法の一部改正
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本土における「森林開発公団法」（昭和31年

法律第85号）及び「林業種苗法」（昭和14年法

律第16号)，「森林病害虫等防除法」（昭和25年

法律第53号)，「国有林野法」（昭和26年法律第

264号)等の諸法律の規定を包合した沖縄の「森

林法」（1953年立法第49号）は，制定以来，１９

６９年までに７回に亘b改正されたがその主要な

改正点は次のとおりである．

すなわち，第１回改正（1954年６月11日）に

おいては「立入調査」及び「官有林の貸付又使

用」の規定を追加し，第２回改正（1956年７月

20日）においては森林法第２条第３項（定義，

官有林とは）中「新しく政府の所有に属した森

林」の下に「及び第７7条による部分林である森

林」を加えた．第２回改正の趣旨は，すなわ

ち，部分林は政府と民間が契約して官有林に造

林した場合にその収益を政府と造林者が分収す

る森林であるが森林法を適用するに当って部分

林も官有林として政府が保護管理することが森

林経営上望ましいという判断に基づくものであ

った．

また，第２回改正では第11章雑則，第100条

の２に〔（政府の行う造林）〕の規定を設け，

「水源かん養，又は風害，潮害の防備のため保

安林中，特に重要な水源かん養林，風害，潮害

の防備のための目的を有する三種の保安林を造

林と造成，施行を一致せしめた．これは政府が

直接維持管理することが適切であるという趣旨

によるものであった．このような一連の改正に

よって森林に対する政府の統制管理権が一層強

化されることとなった．

第３回改正（1958年９月16日）は，「保安林

整備臨時措置法」（1958年６月）の制定に伴う

改正で第５章保安林指定（法第30条２項)，解

除(法第31条３項)，制限（法第39条）の一部改

正を行なうとともに新たに第６章森林審議会の

章を追加挿入した．

第４回改正（1960年４月26日）においては，

1945年ニミッツ布告によって有効とされていた

「国有林野怯」（明治22年法律85号）及び「公

有林野官行造林法」（大正９年法律第７号）の

廃止に伴う改正である．すなわち，国有林野法

については森林法第７条に官有林の規定を設け

ろことによって廃止し，公有林野官行造林法に

ついては，戦前，国と沖縄の各市町村（大部分

は北部の市町村，久米島）との間に締結されて

いた官行造林契約が1956年民政府法務部の指令

によって全面的に廃止となったため同法を廃止

した．

さらに罰則についても同時に改正された．第

５回改正（1962年８月16日）においては，保安

林の指定及び解除の一部改正が行なわれた．

第６回改正（1964年８月１日）においては，

森林計画制度が全面的に改正され，従来の官有

林及び50町歩以上の民有林の所有者又は管理者

が個別に編成していた経営案制度に変わって，

全琉の官有林および民有林を総合した地域森林

計画制度に改められた．

地域森林計画制度は，地域森林基本計画と地

区森林計画に区分され，地域森林基本計画は行

政主席が５か年毎に20年を１期として策定し，

地区森林計画は各市町村長が管内の民有林につ

き５年を１期として基本計画に即して策定する

ことにした．

さらに，市町村長は，地区森林計画に基づく

一年毎の地区森林実施計画を策定公表すること

が骨子となり，その内容は計画期間中に代採

量，造林，森林開墾，林道施設，保安林等とな

っていろ．

第７回改正（1968年５月25日）には，「森林

病害虫等防除法」（1968年５月立法第33号）の

制定に伴う改正で森林法第４章（法26～29条）

が全面的に削除された．

以上のように７回に亘ろ改正が行なわれた現

行の森林法は，伐採の制限(法６条)，民有林の

経営計画を５か年毎に創ることを命じろ（法７

条)，その施業命令指示権を定めた（法11条)．

更に造林地の指定(法12条)，その実施(14条)，

民有林の官行造林(法15条)などの規定を定めた

ほか保安林（法30～40条)，官有林（法61～８６

条)，森林協同組合（法87条以下）森林警察な

どの規定をもつことは本土法と同様である．

(ﾛ）造林臨時措置法

「森林法」（1953年立法第46号）及び「民有

林野官行林規則」「規則第132号」の公布，施
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行に伴い，1952年から実施してきた「民有林野

造林補助金交付規程」の補助率を1953年から，

公有林弘，私有林蛤に引上げ，さらに，1956年

からは国士保全の立場から所有の如何にかかわ

らず森林の機能の公共性は同一であるとして補

助率を75％に引上げ造林事業を積極的に推進し

てきた．

このような一連の造林事業に対する助成策に

もかかわらず無立木地の植林を要する面積が多

く，このまま放置すると土砂の流出による畑田

の埋設，村野の荒廃による水源の枯渇等数多く

の被害を受ける恐れがあるとして，1958年「無

立木地等を解消するため造林を促進し，又分収

造林契約の締結をあっせんし，かつ当該契約の

適正な実施を確保するため必要な措置を講ずる

ことによって分収造林事業の急速な普及発展を

図b，以って国士の保全を図ろとともに緊急に

森林を造成することを目的とする「造林臨時措

置法」（1958年立法100号）を制定し，造林事

業を一層強化した．

結果明らかにされた．

一方，本土においても，「保安林整備臨時措

置法」（昭和29年法律84号)を制定し，第１種保

安林（水源極養林，土砂流出防備林，土砂崩壊

防備林）を農林省所管とし，その他の保安林を

府県知事に委任して，重要な保安林については

国が強力な管理経営に当っていたので沖縄にお

いても同様な立法を制定して，保安林の整備強

化に当る必要があるとし，「森林法」第４条

（保安施設）を全面改正して1950年「保安林整

備措置法」（1958年立法第号）を制定した．

同法の内容は保安林整備計画の樹立，保安林

施設地区の設備等で，買上げ対象は第１種保安

林の水源酒養林（土砂流出防備林，土砂崩壊防

備林，潅概防備林)，潮害防備林とし，国有林

については除外していろ．

㈱国有林野の管理

1945年の米国大平洋艦隊及び大平洋区域司令

長官兼南西諸島及び其近海軍政府総長，米国海

軍元師ニミッツ長官が公布した，米国海軍軍政

府布告第７号「財産の管理」第２条的「総テノ

遺棄財産」（注５）及び回「総テノ国有財産」

（注６），㈹「国際公法ノ下二賠償無クシテ略取

シタル総テノ私有財産」（注７）に基づく財産

は軍政府長により任命される「財産管理」が直

接管理することになった．

しかし，西表の国有林野は同布告第５条の財

産管理官の権能に基づき竹富町管理が委任され

た．

その後，1946年末頃から米国軍政府は沖縄民

政府工務部内に西表開発事務所を設置せしめ，

戦災復旧資材に供するため伐採せしめた．そし

て翌1947年２月16日軍政府指令により，西表東

部の国有林の管理を竹富町から八重山民政府に

移管せしめ，西表西部を米国軍政府の直轄管理

とした．

さらに1948年４月には米国軍政府指令第19号

「琉球財産の管理」の施行に伴い国有林野の管

理は「琉球財産管理課」に移管されることにな

った．

これにより，1947年２月16日以降八重山民政

府が管理していた西表国有株野の一部も琉球財

㈹森林病害虫等防除法

1950年頃から発生し，被害を与えてきた沖縄

における森林病害虫の代表的な害虫であるマツ

クイムシ，マツカレハ等の被害が一層拡大し，

老令木から幼令木にまで波及したので造林事業

と併行して森林病害虫の防除体制を確立するた

め森林法の第４章第26～29条(病害虫関係規定）

を削除し，新たに｢森林病害虫等防除法」（1968

年５月立法33号）を公布施行した．

目保安林整備臨時措置法

1956年頃から再び盛んになった基地建設と住

宅建築ブームによって保安林（防潮林）週辺の

砂が採取され，保安林の基盤が崩壊しているこ

とが，これまで保安林をいくら造成しても，な

かなか整備されない根本的な原因であることが

本土からの招へい講師中村博士の調査の結果，

明らかになった．また，これまで保安林行政は

暴風時における保安効果だけに重点を置いて実

施していたが保安林の保安効果は暴風時におけ

る効果より常風時における保安林の果す役割が

一層重要であることが本土の各種の試験研究の
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産管理課が管理することが明確に規定された．

また，1952年３月13日の米国民政府指令第４

号「日本国有森林財産」の公布施行に伴い，国

有林野の管理経営が琉球財産管理課から米国民

政府資源局林務課長へ代行権限が委任された．

さらに同林務課長はこの権限を行使するため

1951年８月13日づけ民政府布令「改正琉球森林

法」の指示に従い，原野行政の職務（植林，開

墾，排水，火災予防，材木の伐採，収穫，出

荷，売却）を臨時中央政府資源局林務課長に委

任した．

1960年９月20日には米国民政府APO331琉

高弁一法120｢管理森林地からの収入について」

により従来，琉球財産管理課に収納されていた

国有林及び県有林等からの収入はこれを琉球政

府への収入として取扱われるようになった．

さらに，1962年４月12日には米国民政府Ａ

ＰＯ331高等弁務官指令第２号「日本国県有森

林地の管理について」により賃貸借部分林契約

及び立木売買契約は1962年４月30日以降，本指

令に基づき琉球政府が事前に高等弁務官の承認

を受けて行うことになった．

しかしながら,本指令㈲においても，「引続き

高等弁務官府琉球財産課は日本国県有森林地域

を保護及び管理するとともに合衆国政府機関，

代行機関，又は出先機関の使用に必要な土地を

無償で割当てる権利を有す」と規定，また㈲に

おいては「高等弁務官府は合衆国又は琉球住民

の最上の利益のため必要と認めるときは，存続

中の賃貸借，部分林又は立木売買契約にかかわ

らず琉球財産管理課を通じて，又は，その他の

方法で日本国県有森林地の全部又は如何なる部

分の管理をも取戻す権利を保有する」と規定し

ていろ．このような規定は米軍基地の機能を安

全に維持し，確保するための最終的な権限を保

有することを意図したアメリカの軍事優先政策

の現われであった．

注(5)「遺棄財産」トハ所有権又ハ権益ヲ有スル者二

係リテ遺棄サレタルモノト決定サレタル総テノ財

産．

注(6)「国有財産」トハ米国以外ﾉ国家ガ其ノ権利，

所有権又ハ権益ヲ有スル総テノ財産又ハ米国以外

ノ国家二依リテ所有，支配，管理サレタル総テノ

財産，或ハ会社，商会，組合，協会及ビ団体ノ財

産ニシテ米国以外ノ国家ガ其ノ本来，権益ヲ有シ

其ノ本来ノ支配権ヲ行使シタルモノ及ピ財産管理

官二依リテ国有財産卜決定サレタル総テノ財産．

注(7)国際公法ノ下二賠償若シクハ略取シ得ル私有財

産」トハ国際公法ノ下二賠償若シクハ略取シ得ダ

ル総テノ私有財産管理官ガ国際公法ノ下二賠償若

シクハ略取シ得ル私有財産卜決定シタル総テノ私

有財産．


